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生活環境保全条例に基づく土壌汚染対策のあり方検討について 

 

 

平成 30 年４月３日に、中央環境審議会において、「今後の土壌汚染対策の在り方につ

いて（第二次答申）」が示された。今後、この第二次答申の内容を踏まえ、政省令の改

正等が行われることとなる。 

これまでの部会でのご検討と中央環境審議会第二次答申の内容を踏まえ、今回の部会

と今後の部会においてご検討いただく内容（案）について表１のとおり整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 
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表１ これまでの部会と中環審第二次答申を踏まえた今回及び今後の部会の検討内容について 

部会において検討・審議を進める５つの観点 部会第一次報告・答申（平成 29 年 12 月） 中央環境審議会第二次答申（平成 30 年４月） 今回の部会と今後の検討内容（案） 

(1) 改正法（平成30年４月１日に施行される事項）

との整合を図る観点からの条例等における規

定整備のあり方 

① 土地の形質変更の届出・調査に関する規定 

② 有害物質使用施設の設置者の調査への協力に

関する規定 

③ 区域指定の解除の情報に関する規定 

④ 指定区域から汚染土壌を搬出する際の管理票

に関する措置 

 

 

 

①～④について、法との整合を図る観点から、条例等における規定整備

のあり方を検討し、条例等において所要の改正を行うことが適当である

との報告・答申。 

 

 

(2) 操業中の法・条例対象工場における土壌汚染

状況調査のあり方 

【課題・論点整理】 

・条例では、操業中の工場において一定の要件を満たす土地の形質変更

時に調査の実施を義務づけており、改正法の規定と一部が重複。 

・今後、省令に定められる事項（新たに規制の対象となる「一定規模」）

等を踏まえ、調査が猶予されていたり操業中である工場における調査

のあり方について検討。 

【答申の内容】 

・猶予中や操業中の土地の形質変更時の届出記載事項や添付資料。 

・届出を要しない軽易な行為の対象。 

・届出の対象となる「一定規模」を 900 ㎡とすること。 

【今回の部会】 

論点をお示しする。 
[資料１の P.5～12] 

 

(3) 法・条例に基づく指定区域におけるリスク管

理のあり方 

① 要措置区域内における汚染の除去等に係るリ

スク管理の強化 

② 臨海部の工業専用地域におけるリスクに応じ

た規制の合理化 

③ 自然由来による汚染土壌に関するリスクに応

じた規制の合理化 

④ 区域指定された土地の土壌の移動に関するリ

スクに応じた規制の合理化 

【課題・論点整理】 

 

① 府では、国のガイドラインに基づき措置計画の作成等を指導。 

 

② 土地の形質変更後の事後届出とすることから、土地の形質変更や土壌

の移動が適切に実施され、記録されることが重要。 

③ 府域では、自然由来の基準不適合土壌が広く分布。 

 

④ 区域指定された区画間の土壌の移動が適切に実施され、記録されるこ

とが重要。 

⇒今後、省令に定められる事項や府域の指導状況を踏まえ、リスクに応

じた規制のあり方について検討。 

【答申の内容】 

 

① 汚染除去計画の記載事項や措置を行うにあたっての技術的基準。 

 

② 土地の形質変更の施行及び管理に関する方針の記載事項と手続き

の流れ。 

③ 受入側・搬出元の届出事項、自然由来による汚染の状況が同質で

あるとする要件。 

④ 搬出元の届出事項、受入側の形質変更時の手続き。 

 

【今回の部会】 

中環審第二次答申の内容及び府域の

状況等をお示しし、ご検討いただく。 

 [資料１の P.23～38] 

 

【次回の部会】 

論点をお示しする。 

(4) (2)及び(3)以外の府域の状況からみた土壌汚

染対策に関する課題 

① 自主調査等の指針における適切な自主調査の

実施や基準不適合土壌の措置のあり方 

② 土地所有者等による有害物質使用施設に関す

る情報の把握等 

③ ダイオキシン類による区域指定 

 

④ 汚染土壌処理業の許可の申請に関する指導指

針 

【課題・論点整理】 

 

① 自主調査で基準不適合の土壌が判明した後の、当該土地における形質

変更や措置の実施状況が明らかでないものがある。 

② 施設の廃止後に初めて土地所有者が調査の義務が生じているとの事

実を知る事例がある。  

③ ダイオキシン類による区域指定について、自主調査により基準不適合

が判明した土地については、区域指定の申請を行う規定がない。 

④ 条例に基づかない指導指針であり、府内で統一的に指導を行っている

ものではない。 

 

【今回の部会】 

・②、③について、論点をお示しする。 

[資料１の P.13～17] 
・①について、第３回部会でご検討い

ただいた事項について、論点をお示

しする。   [資料１の P.18～22] 
 

【次回の部会】 

・①のその他の事項について、論点を

お示しする。 

(5) その他（法改正を伴わない技術的な事項） 

① 地下浸透防止措置が講じられた施設の廃止に

伴う土壌汚染のおそれの判断 

② 土地の形質変更時の届出の対象、調査の対象

とする深度 

③ 埋立地特例区域の指定要件 

 

④ 区域指定された土地の形質変更の施行方法 

 

⑤ 認定調査の合理化 

 

（中央環境審議会第二次答申に新たに盛り込まれ

た事項） 

⑥ 土壌汚染状況調査の合理化 

 

今後、国における検討状況を踏まえ検討。 

【答申の内容】 

① 土壌汚染のおそれの判断基準。 

 

② 土地の形質変更時の届出対象外の区域としての指定が可能である

こと、調査の対象とする深度の具体的な要件。 

③ 昭和 52 年以前に埋め立てられた埋立地に係る埋立地特例地域へ

の指定の要件。 

④ 要措置区域等における地下水位を管理する施行方法の要件及び届

出事項。 

⑤ 認定調査において試料採取を行う物質を原則として区域指定に係

る物質に限定すること。 

 

 

⑥ ボーリング調査時の調査対象物質の選定方法、区域指定の方法等。 

【次回の部会】 

中環審第二次答申の内容及び府域の

状況等を整理し、論点をお示しする。 

 

【答申を受けて、府において講じた措置】 

① 施行規則の改正 

② 条例の改正 

③ 条例・施行規則の改正 

④ 告示の改正 

（いずれも平成 30 年４月１日に施行） 
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１ 操業中・猶予中の工場における土壌汚染状況調査のあり方 

（１）改正法と中央環境審議会第二次答申の概要 

法が対象としている、水質汚濁防止法で規定されている有害物質使用特定施設を設

置している工場や、同施設の使用を廃止した工場（以下「法の対象工場」という。）

についての、改正法及び中環審答申の概要は以下のとおりである。 

１）改正法の概要 

・  法では、水質汚濁防止法で規定されている有害物質使用特定施設の廃止時に、

土地所有者等に土壌汚染状況調査の実施を義務づけている。 

ただし、有害物質使用特定施設が廃止された場合であっても、施設を設置して

いた敷地を工場として使用し続ける場合等、土地の利用の方法からみて人の健康

被害が生ずるおそれがない旨の知事の確認を受けた場合については、調査を猶予

している。 

・  中央環境審議会の第一次答申は、有害物質使用特定施設の廃止に係る土壌汚染

状況調査が猶予されていたり有害物質を使用して操業中の工場については、汚染

土壌が存在する可能性が高いことから、一定規模以上の土地の形質変更を行う場

合には、あらかじめ届出を行って土壌汚染状況調査を行うべきとされた。 

この答申を受け、改正法に、調査が猶予中の工場において一定規模以上の土地

の形質変更を行う場合には、土地所有者等はあらかじめ届出を行い、知事は土地

所有者等に対して、土壌汚染状況調査を行ってその結果を報告すべき旨を命ずる

ものとする規定が設けられた。 

２）中央環境審議会第二次答申の概要 

・  第二次答申において、操業中及び猶予中の工場のそれぞれについて、届出の対

象となる土地の形質変更の規模要件が示された。 

・  答申では、改正法と類似の規定を設けている東京都などの条例の施行状況を調

査した結果、表２及び表３に示すとおり、規模要件を 900 ㎡以上とすれば、3,000

㎡未満の土地の形質変更のうち半数以上の届出の契機を捉えることができ、形質

変更が行われた面積についても８割程度を把握することが可能であると推計され

ている。 

さらに、900 ㎡という面積は、土壌汚染状況調査において、試料採取等の頻度

として一つの単位とすることがあるなど、現行法においても既に用いられている

値であることを勘案して、操業中及び猶予中の工場の届出の規模要件を 900 ㎡と

することが適当であるとされた。 
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中央環境審議会土壌制度小委員会資料（平成 29 年 11 月 17 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央環境審議会土壌制度小委員会資料（平成 29 年 11 月 17 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 

表３ 
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（２）条例の概要 

条例は、条例で規定している有害物質使用届出施設を設置している工場や同施設の

使用を廃止した工場（以下「条例の対象工場」という。）について、以下の規定を設

けている。 

１）条例の有害物質使用届出施設のすべてが廃止され調査が猶予されている工場 

・  条例は、条例の有害物質使用届出施設の廃止時に、法と同様に、土壌汚染状況

調査の実施を義務づけ、工場として使用し続ける場合には調査の実施を猶予して

いる。 

・  また、法と同様に、猶予中の土地において土地の利用方法を変更しようとする

場合に、土地所有者等にその旨を知事に届け出ることを義務づけている。届出さ

れた変更後の土地の利用の方法が、一般の人が立ち入ることができるものである

など、人の健康被害が生ずるおそれがないとは認められないときには、猶予を取

り消す。この取消しの要件に該当しない形質変更については、調査を実施するこ

ととはならない。 

 

２）有害物質を使用して操業中の工場 

・  条例は、操業中の法及び条例の対象工場において、敷地の一部を同一の工場以

外の用途に利用しようとする形質変更について、その面積に関わらず、土地所有

者等に土壌汚染状況調査を実施し、その結果を知事に報告することを義務づけて

いる。 

ただし、変更後の土地の利用方法が、一般の人が立ち入ることがない工場の敷

地としての利用であるなど、人の健康被害が生ずるおそれがないと認められると

きには、調査の実施を猶予している。したがって、この猶予の要件に該当する形

質変更については、調査を実施することとはならない。 

・  この規定は、 

 府域では、操業中の工場で実施された自主調査の結果、汚染が判明するこ

とが多かったこと 

 このような土地においては、一般の人が立ち入るような用途として利用す

るために形質変更が行われる場合は、人の健康への影響が懸念されること 

を踏まえて設けたものである。 
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 法の対象工場 条例の対象工場 

形質変更面積 同一の工場等の用

途に利用するため

の形質変更 

同一の工場等以外の

用途に利用するため

の形質変更 

同一の工場等の用

途にて利用するた

めの形質変更 

同一の工場等以外の

用途に利用するため

の形質変更 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 操業中の工場における改正法と条例の届出・報告の対象 

 

（３）操業中・猶予中の法・条例対象工場における土壌汚染状況調査のあり方 

１）条例の対象工場における一定規模以上の形質変更 

・  条例の対象工場における有害物質使用届出施設の廃止時の土壌汚染状況調査は、

条例による規制を始めた平成 16年１月から平成 28年度末までに 43件実施されて

おり、このうち３件において土壌汚染が判明している。 

・  このように、操業中及び猶予中の条例の対象工場の土地は、汚染土壌が存在す

る可能性が高く、届出や調査が行われずに汚染のある場所や深さ、帯水層の位置

が不明な状態で土地の形質変更や土壌の搬出が行われた場合、地下水汚染の発生

や汚染土壌の拡散の懸念がある。 

 

・  このため、操業中及び猶予中の条例の対象工場についても、法の対象工場と同じように、

3,000 ㎡未満の土地の形質変更であっても一定規模以上の土地の形質変更を行う場合

には、土地所有者等はあらかじめ届出を行い、知事は届出を受けて土地所有者等に対し

て土壌汚染状況調査を行いその結果を報告すべき旨を命ずるものとする規定を設けるこ

とが適当ではないか。 

 

 

 

 

 

3,000 ㎡ 

(900 ㎡) 

0 ㎡ 

改正法（省令）に基づく届出 
条例に基づく土壌汚染 
状況調査結果の報告 
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① 届出事項 

・  改正法は、猶予中の工場に係る届出の事項について、土地の形質変更の場所、

着手予定日、その他省令で定める事項としている。 

中環審第二次答申では、省令で定める事項について、3,000 ㎡以上の土地の形

質変更時の届出と同じ以下の事項とすることが適当であるとされた。 

 届出者の氏名・名称、住所 

 土地の形質変更の対象となる土地の所在地 

 土地の形質変更の規模（場所、深さの範囲） 

 土地の形質変更をしようとする場所を明らかにした図面（平面図、断面図） 

・  また、操業中の工場に係る届出については、中環審第二次答申において、3,000

㎡以上の土地の形質変更時の届出での記載事項に加えて、有害物質使用特定施設

の種類を記載し、工場の敷地と形質変更を行う部分との位置関係が分かる図面を

添付することが適当であるとされた。 

・  条例は、現行の法に基づく 3,000 ㎡以上の土地の形質変更の届出において、汚

染状況の迅速・的確な把握のため、土地利用の履歴、有害物質の使用履歴、過去

に行われた土壌汚染調査の実施結果等について、知事への報告（土地の利用履歴

等の報告）を併せて行うことを義務づけている。 

 

・  操業中及び猶予中の条例の対象工場に係る届出にあっては、上記の法に基づく届出事

項についての届出を義務づけるとともに、汚染状況の迅速・的確な把握を図るため、土地

の利用履歴等の報告を併せて行うことを義務づけることが適当ではないか。 

 

 

② 調査の命令の手続 

・  中環審第二次答申では、土壌汚染状況調査の命令の手続について、知事は当該

土地所有者等に対し、土地の場所及び報告期限を記載した書面によって命令を行

うことが適当であるとされた。 

 

・  条例に基づく命令についても、これと同様に、土地の場所及び報告期限を記載した書面

によって行うことが適当ではないか。 
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③ 届出を要しない軽易な行為 

・  改正法は、猶予中の工場において届出を要しない土地の形質変更として、軽易

な行為及び非常災害のために必要な応急措置を定めている。 

中環審第二次答申では、軽易な行為の具体的要件を、法の 3,000 ㎡以上の形質

変更時の届出と同様に、次のいずれにも該当しない行為とすることが適当である

とされた。 

 土壌を当該土地の形質変更の対象となる土地の区域外に搬出すること 

 土壌の飛散又は流出を伴う土地の形質変更を行うこと 

 土地の形質変更に係る部分の深さが 50cm 以上であること 

 

・  操業中・猶予中の条例の対象工場の土地の形質変更についても、これと同様に、軽易

な行為及び非常災害のために必要な応急措置は届出を要しないものとすることが適当で

はないか。 

 

④ 調査の猶予を受ける土地の範囲の明確化 

・  法は、有害物質使用特定施設の廃止時の土壌汚染状況調査の猶予を受けようと

する者は、土地の利用の方法からみて人の健康に係る被害が生じるおそれがない

旨の確認を知事に申請することを定めており、条例においても条例の施設につい

て同様の規定を設けている。 

・  中環審第二次答申では、確認の対象の土地の範囲を明確にするため、調査の義

務がかかっている土地の場所、確認を受けようとする土地の場所の図面を確認の

申請書に添付することが適当であるとされた。 

 

・  条例の対象工場についても、これと同様に、確認の申請書にこれらの図面を添付するこ

ととする規定を設けることが適当ではないか。 

 

２）法の対象工場における一定規模以上の形質変更 

・  前記のとおり、条例は、現行の法に基づく 3,000 ㎡以上の土地の形質変更の届

出において、汚染状況の迅速・的確な把握のため、土地利用の履歴、有害物質の

使用履歴、過去に行われた土壌汚染調査の実施結果等について、知事への報告（土

地の利用履歴等の報告）を併せて行うことを義務づけている。 

・  操業中・猶予中の法の対象工場における一定規模以上の形質変更についても、同様の

趣旨から、法に基づく届出に併せて、土地の利用履歴等の報告を行うことを義務づけるこ

とが適当ではないか。 
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３）規模要件 

・  届出の対象となる規模要件については、第二次答申では、人への健康被害の防

止、汚染状況の適切な把握、事業者の届出・調査の実施に係る負担及び行政の事

務負担を考慮した検討が行われ、前記のとおり、操業中・猶予中の工場ともに規

模要件を 900 ㎡以上とすることが適当であるとされた。 

・  この検討において、東京都及び名古屋市の条例の施行状況を調査した結果、規

模要件を 900 ㎡以上とすれば、3,000 ㎡未満の土地の形質変更のうち半数以上の届

出の契機を捉えることができ、形質の変更が行われた面積についても８割程度把

握することが可能であると推計されている。 

・  大阪府域について同様の検討に供することができる資料はないため、有害物質

使用施設を設置している工場の敷地面積の状況について、上記の自治体のうち統

計調査結果が活用できる東京都と大阪府の間で比較した。 

この比較は、製造業のうち、府域で有害物質使用施設を設置している事業所数

で上位を占めている金属製品製造業、化学工業、印刷・同関連業について行った。 

・  金属製品製造業については、工場の敷地面積別の構成比は表４のとおりであ

り、例えば敷地面積が 5,000 ㎡未満の工場の件数は、東京都では 86％であるの

に対して大阪府は 62％であり、敷地面積は全体的に大阪府の方が東京都よりも

大きい傾向にある。 

また、化学工業及び印刷・同関連業についても、同様に敷地面積は全体的に大

阪府域の方が東京都よりも大きい傾向にある。 

 
 

 

（事業所数 大阪府 375 件、東京都 88 件） 

 

 

敷地面積（㎡） 
大 阪 府 東 京 都 

構成比（％） 累計（％） 構成比（％） 累計（％） 

500 ㎡未満 3  3 8  8 

500 ㎡以上   1,000 ㎡未満 6 9 20  28 

1,000 ㎡以上  3,000 ㎡未満 35 44 44  72 

3,000 ㎡以上   5,000 ㎡未満 18 62 14  86 

5,000 ㎡以上  10,000 ㎡未満 18 80 7  93 

10,000 ㎡以上  30,000 ㎡未満 14 94 5  98 

30,000 ㎡以上  100,000 ㎡未満 4 98 2 100 

100,000 ㎡以上 2 100 0 100 

表４ 金属製品製造業における敷地面積別の工場数の構成比 

（従業員数 30 人以上の事業所） 
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・  このため、仮に条例の対象工場に係る規模要件を第二次答申で示された 900 ㎡

としたとき、第二次答申での推計結果と同程度以上の割合で届出の契機を把握で

きるものと考えられる。 

 

・  現時点では、法と異なる規模要件を定める特別の必要性がみられないことから、条例

の届出に係る規模要件を中環審第二次答申と同様に 900 ㎡とすることが適当ではない

か。  

この規模要件については、条例の施行状況等を踏まえ、汚染状況の適正な把握が確

保されているか点検していく必要がある。 

 

 

４）操業中の工場における一定規模未満の形質変更 

・  条例は、前記のように、操業中の法及び条例の対象工場において、敷地の一部

を当該工場以外の用途に利用しようとする形質変更について、その面積に関わら

ず、土地所有者等に土壌汚染状況調査を実施し、その結果を知事に報告すること

を義務づけている。 

・  この規定に基づく土壌汚染状況調査は、条例による規制を始めた平成 16 年 1 月

から平成 28 年度末までに 10 件実施されており、このうち２件において土壌汚染

が判明している。土壌汚染が判明した２件は、いずれも 900 ㎡未満の形質変更に

おけるものである。 

 

・  このような状況を踏まえ、操業中の法及び条例の対象工場において、敷地の一部を当

該工場以外の用途に利用しようとする形質変更のうち、前記１）及び２）の届出の対象とな

らない一定規模未満のものについては、引き続き、現行の条例の規定に基づく土壌汚染

状況調査の実施及びその結果の報告の義務づけを維持することが適当ではないか。 

・  また、前記１）又は２）の届出の対象となる一定規模以上の土地の形質変更については、

これらの届出と現行の条例の規定に基づく報告が重複することになるため、現行の報告を

要しないものとすることが適当ではないか。 
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２ 府域の状況からみた土壌汚染対策に関する課題 

（１）土地所有者等による有害物質使用施設に関する情報の把握等について 
 

１）現状と課題 

・  有害物質使用施設を設置している工場においては、施設の廃止時に土地所有者

等に対して土壌汚染状況調査を行う義務が課せられることから、施設設置者と土

地所有者等が異なる場合は、施設が廃止される前の早い段階から、有害物質の使

用や調査の義務について、土地所有者等の理解が得られるようにすることが重要

である。 

・  このため、府では、水質汚濁防止法等に基づく立入検査時に、施設設置者に対

して、有害物質の使用状況や廃止時の調査の義務について、あらかじめ土地所有

者等に対して伝えるよう指導している。 

・  しかしながら、施設設置者と土地所有者等が異なる土地においては、有害物質

使用施設の廃止後に、有害物質使用施設の廃止があったことや調査の義務が生じ

ることを知事が土地所有者等に通知して初めて、土地所有者等がそれらの事実を

知る事例がある。 

・  このような場合、有害物質の使用に関する情報の不足や調査費用の負担等の面

から、調査の報告等の手続きが長引くなどの支障が生じることがある。 

・  府域では、法の有害物質使用特定施設を廃止した土地において、施設設置者と

土地所有者が異なる割合は約５割と、全国の約３割と比較して高い。条例の有害

物質使用届出施設を廃止した土地についても、施設設置者と土地所有者が異なる

ものが約５割を占めている。また、府域では、法及び条例に規定する有害物質使

用施設の廃止時の土壌汚染状況調査によって汚染が判明する割合が約６割と、全

国の約５割と比べてやや高い。 

２）法及び条例の規定 

・  改正法では、有害物質使用特定施設の廃止時における施設設置者の土壌汚染状

況調査への協力に関する努力義務規定が設けられた。しかしながら、有害物質の

使用や調査の義務等について、土地所有者等に事前に情報提供するよう、施設設

置者に義務づける規定は設けられていない。 

・  条例では、土地所有者等の責務として、所有する土地の有害物質による汚染の

状況の把握や、造成等により土砂を搬入する場合はその土砂の汚染の状況の把握

等に努めるものとする規定を設けている。 

 しかし、あらかじめ施設設置者が土地所有者等に対して有害物質の使用に関す

る情報を提供する、あるいは、土地所有者等が施設設置者から情報を収集するよ

う義務づける規定は設けていない。 
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・  なお、土地所有者と事業者が異なる場合に、事業者に対して土地所有者への説

明を義務づけている条例に、大阪府土砂埋立て等の規制に関する条例、大阪府循

環型社会形成推進条例がある。 

３）土地所有者等による有害物質使用施設に関する情報の把握等のあり方 

・  施設設置者の土壌汚染状況調査への協力が得られない場合に、使用されていた

物質や位置の特定に支障が生じることがあることから、改正法には、施設設置者

が施設で使用していた有害物質の種類等の情報を指定調査機関に提供する努力義

務規定が設けられている。 

・  しかしながら、前述のように、施設設置者と土地所有者等が異なる土地におい

ては、あらかじめ有害物質の使用に関する情報が土地所有者によって把握されて

いないことも土壌汚染状況調査を適切に実施する上での課題となっている。 

 

・  このため、土地所有者があらかじめ有害物質の使用に関する情報を把握することが望ま

れるが、土地所有者がその情報を自ら収集することは困難であることから、施設設置者の

役割を強化し、有害物質使用施設の操業中における土地所有者への情報の提供に関す

る規定を条例に設けることが適当ではないか。 

 

・  また、有害物質使用施設設置者が情報の提供を行う時期、提供する情報の内容などに

ついては、それぞれ以下のとおりとすることが適当ではないか。 

 

① 提供を行う情報の内容 

・  有害物質の種類や位置等に関する詳細な情報については土壌汚染状況調査の際に指

定調査機関に提供されることが期待されるため、施設の操業中においては、有害物質使

用施設において使用している有害物質の種類について情報の提供を行うこと。 
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② 情報の提供を行う時期 

・  水質汚濁防止法及び府条例（水質規制）は、有害物質使用施設を設置する際の知

事への事前届出を義務づけている。また、届出を行った事項の変更時や施設の廃

止時にも届出を義務づけている。 

・  土地所有者による情報の把握は、施設廃止の相当以前に行われることが望まれる

ことから、施設の廃止予定日を起点として情報の提供を行う時期を適切に定める

ことは困難である。一方、有害物質使用施設の設置や変更には水質汚濁防止法等

に基づく届出が必要であることから、届出した後には施設の廃止後に土壌汚染状

況調査が必要であるかどうかを施設設置者は明確に認識することが可能である。 

 

・  このため、施設の設置及び変更後の速やかな時期に情報の提供を行うこととすること。 

・  また、多数の有害物質使用施設を順次設置していく施設設置者があることから、このよう

な施設設置者に生じる負担を考慮して、情報の提供は新たな種類の有害物質の使用を

開始したときに限るものとすること。 

・  既に有害物質使用施設を設置している事業者については、改正条例の施行後の速や

かな時期に情報の提供を行うこととすること。 

 

③ 義務づけの当否 

・  法及び条例ともに土壌汚染状況調査を実施する義務を土地所有者に課しているため、

施設設置者が行う情報の提供はこの調査への協力に当たることから、施設設置者による

情報の提供を努力義務規定とすること。 
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（２）ダイオキシン類による区域指定について 

１）条例におけるダイオキシン類に関する規定 

① 区域指定に関する規定 

・  ダイオキシン類については、府域において土壌環境基準を超過する汚染や他の

有害物質との複合汚染の事例が土地の形質変更等を契機として判明していたこと

から、これらの汚染に対してより機動的に対応するため、平成 15年に条例に土壌

汚染対策に関する規定を設けた当初から、法の対象物質に加えてダイオキシン類

を条例の対象物質としてきた。 

・  条例は、対象物質（ダイオキシン類を含む）について、有害物質使用施設の廃

止時などにおける調査の義務、知事による区域指定、汚染の除去等の措置に関す

る指示などの規定を設けている。 

・  このため、施設の廃止時などにおける調査によってダイオキシン類の基準不適合

が判明した土地については、条例に基づいて区域指定を行うこととなる。 

 

② 自主調査の結果に基づく区域指定の申請 

・  平成 21 年に土壌汚染対策法が改正され、法の対象物質について、自主調査によ

って区域指定の申請ができる規定が設けられた。このため、法の対象物質につい

ては、自主調査によって基準不適合が判明した土地について、法のこの規定に基づ

いて申請があれば区域指定されることとなる。 

・  これに対して、条例には区域指定の申請に関する規定を定めていないため、ダ

イオキシン類については、自主調査によって基準不適合が判明した土地について

区域指定を行う方途がない。 

 

２）ダイオキシン類による区域指定の状況 

・  条例が制定された平成 15 年以降、3,000 ㎡以上の土地の形質変更時の届出は全

体で 3,633 件あり、土地の利用履歴からダイオキシン類の調査を実施した 217 件

のうち、ダイオキシン類による汚染が判明して区域指定したものは５件である。 

 ダイオキシン類対策特別措置法に定める特定施設の廃止を契機とした調査にお

いては、ダイオキシン類による汚染が判明した事例はない。 

・  ダイオキシン類について区域指定した５件のうち、２件については掘削除去の

措置が実施されて区域指定が解除されており、現在、指定されているものは３件

である。 
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３）自主調査によるダイオキシン類についての基準不適合の判明状況 

・  平成 27 年度において、自主調査等の指針に基づいて実施された自主調査 50 件

のうち、基準不適合の土壌が判明したものは 27 件であり、このうちダイオキシン

類についての基準不適合は２件であった。 

・  ダイオキシン類が基準不適合の２件のうち１件については自主措置を実施して

おり、他の 1件については既存建物が残ったまま第三者が立ち入ることができな

い状態で管理されている。 

・  また、近年、自主調査によってダイオキシン類の基準不適合が判明した土地所

有者から、本来は区域指定を受けた上で、法令に基づいて対策を講じることが望

ましいとする意見が述べられた事例がある。 

 

４）自主調査の結果に基づく区域指定の申請のあり方 

・  自主調査によってダイオキシン類についての基準不適合が判明した土地につい

ては、土地所有者に法令に基づき対策を講じる意向があっても、法の対象物質に

おける基準不適合とは異なり、区域指定を行うことができないという課題が生じ

ている。 

 

・  このため、自主調査をより有効に活用して土壌汚染による環境リスクの管理及び低減を

図る観点から、自主調査によってダイオキシン類の基準不適合が判明した土地について、

土地所有者が知事に区域指定を求める申請を行えることとする規定を条例に設けること

が適当ではないか。 
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（３）自主調査等の指針における適切な自主調査の実施や基準不適合土壌の措置の 

あり方 

１） 自主調査等の指針の内容 

・  大阪府は、条例に基づき、土地所有者等が自主的に行う土壌汚染状況の調査や

汚染の除去等の措置に関する指針を策定し、土地所有者等からの求めに応じて指

導・助言を行っている。 

・  指針は、自主的な調査や措置が適切に実施されるよう、試料採取など調査の実

施方法や措置計画の作成方法等を定めるとともに、計画書の提出の時期等を示し

ている。指針の概要は図２のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）自主調査等の実施状況 

・  環境省が実施した全国調査では、指定調査機関が平成 28 年度に受注した調査の

うち約７割が自主的に行われたものであることが明らかになっている。 

・  大阪府域において平成 27 年度に行った 68件の区域指定のうち、自主調査によ

って基準不適合であることが判明したものが 42 件を占めている。 

 また、平成 27 年度において、自主調査等の指針に基づき実施された調査は 50

件あり、このうち基準不適合の土壌が判明したものが 27 件占めている。 

 自主調査を行う者 

土地の地歴調査の実施 

調査の実施 

（試料採取・測定、 

地下水の汚染状況の把

握） 

結果の記録・保管・引継ぎ 

調査結果の取りまとめ 

調査の計画の作成 

情報提供 

指導・助言 

報告書の提出 
知 事 

周辺住民等 

指導・助言 

計画書の提出 

指導・助言 

知 事 

知 事 

 

 

措置の実施 

基準不適合土壌の搬出・処理 

結果の記録・保管・引継ぎ 

措置の計画の作成 

措置方法・基準不適合土壌の搬

出、処理方法・地下水モニタリン

グ計画 等 

措置の実施結果、基準不適

合土壌の搬出・処理状況 

のとりまとめ 

地下水モニタリングの実施 

および結果のとりまとめ 

情報提供 

計画書の提出 

指導・助言 

措置の種類の決定 

自主措置を行う者 
指導・助言 

知 事 

周辺住民等 

知 事 

情報提供 

情報提供 

報告書の提出 

指導・助言 

周辺住民等 

知 事 

報告書の提出 

指導・助言 

周辺住民等 

知 事 

 

＜自主調査＞              ＜自主措置＞ 

 

図２ 自主調査等の指針の概要 

 

地下水の汚染状況の把握 
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・  このように、自主調査は、基準不適合の土壌の把握において大きな役割を果た

している。 

３）自主調査を実施した理由等 

・  自主調査を実施した理由は、表５に示すとおり、「将来的に一定規模以上の土

地の形質変更の予定があるため」が 25 件で全体の 50％であり最も多かった。また、

「土壌調査の猶予を受けている事業場における工事について、行政から自主調査

の指導を受けたため」が３件であり、これら将来的に、法及び条例の調査の義務

が発生する可能性のある土地に該当するものが計 28 件であった。 

・  理由として２番目に多いものは、「土地の取引があるため」の 15 件で全体の 30％

を占めている。「その他」には、「過去に有害物質の使用や漏えいのある土地で

あったため」が２件、「工事に伴い発生する土壌を搬出するにあたって受入先の

基準に適合することを確認するため」が１件あり、残り 4件については明らかで

ない。 

表５ 自主調査を実施した理由（平成 27年度） 

理由 件数 

将来的に一定規模以上の土地の形質変更の予定があるため 25（50％） 

土壌調査の猶予を受けている事業場における工事について、

行政から自主調査の指導を受けたため 
３（６％） 

土地の取引があるため 15（30％） 

その他 ７（14％） 

合計 50（100％） 

 

・  自主調査を実施した土地の面積については、表６に示すとおり、3,000ｍ2以上

が 31 件と全体の 62％である。 

・  自主調査の結果については、3,000ｍ2未満のもの 19 件については、基準適合が

14 件、基準不適合が５件、3,000ｍ2以上のもの 31 件については、基準適合が９件、

基準不適合が 22 件と、3,000 ㎡以上の土地のほうが、基準不適合の土壌が判明す

る件数の割合が高い。 

 また、区域指定の申請があって指定されたもの９件の面積は、すべて 3,000 ㎡

以上である。 
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表６ 自主調査を実施した土地の面積（平成 27 年度） 

 

調査 

実施 

件数 

基準適合 

のもの 

基準 

不適合 

のもの 

    

 
区域指定 

申請を 

したもの 

区域指定 

申請をしな 

かったもの 

  
 自主措置の 

結果報告が 

あったもの 

自主措置の 

結果報告が 

なかったもの 

3,000 ㎡未満 19 14  5  0  5  3  2  

3,000 ㎡以上 31 9  22  9  13  6  7  

計 50 23  27  9  18  9  9  

 

 

４）自主調査により判明した基準不適合の土壌の対応状況 

・  平成 27 年度に指針に基づく調査によって基準不適合の土壌が判明した 27 件の

うち、区域指定の申請があって指定されたものは９件、区域指定の申請はされな

かったが、自主的な措置の実施結果の報告があったものは９件であり、基準不適

合土壌の措置が把握できているものは合わせて 18 件であった。 

・  区域指定の申請の理由は、「将来的に一定規模以上の土地の形質変更の予定が

あるため」が９件のうち７件で最も多かった。 

・  自主的な措置の実施結果が報告されていない９件について、法及び条例を所管

する自治体を通じて状況を確認したところ、事業者から聞き取った内容として、

区域指定の申請を今後予定しているものが２件、措置について検討中のものが５

件、現時点で措置等の予定のないものが２件であった。 

・  自主調査の結果、基準不適合であることが報告されたものの中には、区域指定

の申請や自主措置の報告がないために、当該土地における形質変更や措置の状況

を把握できていないものがある。 

５）自主調査等の指針に基づく自主調査等を実施することのメリット 

・  指針に基づき知事等から指導・助言を受けることによって、適切な方法で調査

が行われることにより、調査や措置の結果を客観的資料として地域住民や土地取

引の関係者等に示すことができるとともに、法及び条例に基づく届出の際に活用

して、手続きの円滑化・短縮化につなげることができる。 

・  また、自主調査により基準不適合の土壌が判明した後、申請を行って区域指定

されることは、自治体によって汚染に関する情報が公にされることにより、地域

住民等からの信頼性の向上や土地取引の円滑化に資すると期待できる。 
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６）自主調査等の指針における適切な自主調査の実施や基準不適合土壌の措置のあり方 

・  自主調査が法や条例に基づく調査よりも多数実施されていることや、自主調査

によって土壌汚染が多く判明している状況から、自主調査をより有効に活用し、

土壌汚染による環境リスクの管理・低減を図っていくことが重要である。 

① 3,000 ㎡未満の土地の形質変更 

・  大阪府では、基準不適合の土壌が存在する土地の区画を含む 3,000 ㎡未満の土

地の形質変更を行う際に、法及び条例の届出の対象とならない工事の方法や基準

不適合の土壌の搬出先について相談を受ける場合がある。 

・  このような土地の形質変更については指針の対象としていないため、特に法令

上の根拠に基づくことなく、汚染の拡散防止についての指導を行っている。 

 

・  このような状況を踏まえ、汚染土壌の拡散防止や地下水汚染の発生防止の観点から、

条例において、指針の対象に、自主調査により基準不適合が判明した土地における形質

変更を加え、知事が指導又は助言を行うことや、形質変更の実施結果の報告を求めるこ

とができる規定を設けることが適当ではないか。 

・  その上で、指針に、形質変更の計画の提出、施行方法の基準、実施結果の報告に関す

る規定を追加することが適当ではないか。 

 

② 自主調査により判明した基準不適合の土壌の把握 

・ 自主調査の結果、基準不適合であることが報告されるものの中には、区域指定の

申請や自主措置の報告がされない場合があり、このような場合には措置や形質変

更が適切に実施されないおそれがある。 

 

・  自主調査により基準不適合が判明した土地について、基準不適合土壌の適正な管理を

進めるため、指針に、区域指定の申請や自主措置の計画等の提出を促す規定を追加す

ることが適当ではないか。  
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（普及促進） 

・  大阪府では、不動産業や化学工業などの業界団体を通じて、事業者における指

針の活用の促進に努めている。引き続き、業界団体の協力を得ながら、土地所有

者や事業者に対して、指針に基づく自主調査等が持つ意義を説明し、指針の普及

促進を図っていくことが重要である。 
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３ 法・条例に基づく指定区域におけるリスク管理のあり方 

（１）要措置区域内における汚染の除去等に係るリスク管理の強化 

１）改正法の概要 

・  中央環境審議会の第一次答申は、要措置区域における措置内容について、誤っ

た施行方法により汚染が拡散したり、措置完了に必要な書類が不十分で措置内容

が確認できず解除できないようなことがないよう、措置内容の確認を確実に行う

ため、措置実施計画の提出や、措置完了報告の義務等について、統一的な手続き

を設けるべきとされた。 

・  この答申を受け、改正法では、知事は、土地所有者等に対し、講ずべき汚染の

除去等の措置及びその理由などを示した上で、汚染除去等計画を作成して提出す

べきことを指示するものとし、汚染除去等計画書に記載された実施措置が技術的

基準に適合していないと認めるときは、その変更を命ずることができるとする規

定が設けられた。 

 また、土地所有者等は、実施措置を講じたときは、その旨を知事に報告しなけ

ればならないとする規定が設けられた。 

 

２）中央環境審議会第二次答申の概要 

① 汚染の除去等の措置を講ずる際の手続き 

・  汚染除去等計画の作成及び提出の指示において示す事項は、講ずべき汚染の除

去等の措置及びその理由、講ずべき期限のほか、汚染の除去等の措置を講ずべき

土地の場所、汚染除去等計画を提出すべき期限とすることが適当であるとされた。 

② 実施措置を行うに当たっての要件 

・  措置を行うに当たっては、現行の技術的基準に加え、以下の要件を満たすこと

が適当であるとされた。 

 土壌溶出量基準不適合土壌が当該要措置区域内の帯水層に接する場合、地

下水質の監視及び地下水位の管理を行うこと。 

 当該要措置区域外から搬入された土を用いる場合、搬入土の汚染のおそれ

の区分に応じた品質管理を講ずること。 

 飛び地間移動に伴う土壌の搬入を行おうとする場合、当該搬入土を含めた

措置が適切に行われているかを確認すること。 
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・  また、これらの要件以外に、措置の種類ごとに新たに定めるべき技術的基準が

示された。その概要は以下のとおりである。 

 原位置封じ込め、遮水工封じ込め、透過性地下水浄化壁による地下水汚染

の拡大の防止、土壌汚染の除去、遮断工封じ込め、不溶化 

要措置区域の下流側かつ飲用井戸の上流側に評価地点を設定し、当該評

価地点で地下水基準を満たすために要措置区域内で達成するべき土壌溶出

量（目標土壌溶出量）及び地下水濃度（目標地下水濃度）を設定すること。 

 地下水の水質の測定 

目標土壌溶出量及び目標地下水濃度を設定すること、措置の完了を報告

する場合は、将来的に地下水基準の不適合が生じるおそれがないことを確

認すること。 

 原位置封じ込め 

 第二溶出量基準不適合土壌のある深さまでの１mごとの土壌を採取し、第

二溶出量基準に適合することを確認すること。 

 掘削除去、原位置封じ込め、遮水工封じ込め 

 要措置区域内に設置した施設で浄化された土壌を埋め戻す場合は、当該

土壌について 100m3以下ごとに試料を採取し、目標土壌溶出量以下であるこ

とを確認すること。 

 透過性地下水浄化壁による地下水汚染の拡大の防止、原位置浄化 

       分解する方法により特定有害物質を除去する場合は、地下水の測定にお

いて分解生成物についても測定を行うこと。 

③ 汚染の除去等の措置を講ずる際に都道府県知事に提出する事項 

（提出する汚染除去等計画の記載事項） 

・  汚染除去等計画の記載事項について、全ての種類の措置に共通する事項として、

講じようとする措置、措置の着手予定及び完了予定時期のほか、以下の事項など

を求めることが適当であるとされた。また、措置の種類に応じて定めるべき記載

事項が示された。 

 講じようとする措置の選択理由 

 措置を講じようとする場所の汚染の状況を明らかにした図面 

 土壌を掘削する範囲と地下水位の関係 

 土壌溶出量基準不適合土壌が当該要措置区域内の帯水層に接する場合の施

行方法 
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・  例えば、掘削除去にあっては、把握した基準不適合土壌の範囲及び区画ごとの

深度別濃度のほか、以下の事項などを記載することが示された。 

 土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土地にあっては、評価地点の

位置とその根拠、目標土壌溶出量及び目標地下水濃度とその設定根拠 

 掘削除去を行う範囲 

 掘削された場所に基準適合土壌等を埋める方法 

 掘削された基準不適合土壌等を浄化する方法と当該土壌が基準等に適合す

る汚染状態にあることを確認する方法 

 土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土地にあっては、観測井の設

置位置やその根拠、観測井における測定の対象となる特定有害物質、期間

及び頻度、汚染の除去の措置を講ずる前の地下水の汚染状態 

（提出を要しない軽微な変更） 

・  改正法は、汚染除去等計画の記載事項を変更したときは、変更後の計画を提出

しなければならないと定めている。ただし、軽微な変更については提出を要しな

いこととしており、その要件を以下のとおりとすることが適当であるとされた。 

 措置の着手予定日、知事から示された期限の範囲での完了予定日の変更 

 汚染土壌または特定有害物質の飛散、揮散、流出の防止の効果に影響を与え

ない施行方法の変更 

 例えば、掘削除去、遮水工封じ込め、遮断工封じ込めにあっては、掘削除去

を行う範囲の変更。ただし、目標土壌溶出量を超える濃度の土壌の範囲以外

の変更であり、かつ準不透水層又は不透水層であってもっとも浅い位置にあ

るものより浅い範囲の中での変更であり、かつ新たに基準不適合土壌が帯水

層に接することがない変更に限る。 

（措置に係る工事を終了した際または措置の全てが完了した際に報告する事項） 

・  汚染除去等計画に記載された措置を講じたときに行う知事への報告については、

措置の内容に応じて、工事の終了時点及び措置の完了時点にそれぞれ報告しなけ

ればならないものとすることが適当であるとされた。 

・  また、軽微な変更を行った場合にあっては、当該変更の内容を報告に含めるこ

とが適当であるとされた。 

（措置に係る工事を終了した際に報告する事項） 

・  措置に係る工事を終了した際に報告する事項について、措置の種類によらず共

通する事項として、着手日及び工事終了日、区域外から土壌を搬入した場合にあ

っては当該土壌に含まれる特定有害物質を測定した結果、実施した措置の内容を

明らかにした図面などを報告することが適当であるとされた。 
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・  また、措置の種類に応じて報告を求める事項として、例えば、汚染土壌の除去

にあっては、掘削除去を行った範囲、掘削された基準不適合土壌を浄化する方法

などとすることが適当であるとされた。 

（措置の全てが完了した際に報告する事項） 

・  措置の全てが完了した際に報告する事項について、全ての措置に共通する事項

として、措置の着手日及び措置完了日などとすることが適当とされた。 

・  また、措置の種類に応じて報告を求める事項として、例えば、汚染土壌の除去

にあっては、地下水の水質の測定期間及びその結果、区域内に設置した施設で浄

化した基準不適合土壌を埋め戻す場合にあっては、当該土壌が土壌含有量基準に

適合する汚染状態にあることを確認した結果などとすることが適当された。 

④ 届出等を不要とするボーリングの要件 

・  中環審答申は、詳細調査（深度方向調査）が汚染除去等計画の策定時に必要な

範囲について実施できるよう、以下に定める要件を満たす汚染の拡散を引き起こ

さない方法で実施するボーリングについて、要措置区域における形質変更の禁止

の例外とし、また、形質変更時要届出区域における形質変更の届出を不要とする

ことが適当であるとされた。 

 基準不適合土壌の壁面の固定その他の方法により基準不適合土壌がボーリ

ング孔内を通じて拡散しないようにすること。 

 最も浅い位置にある準不透水層より深い位置にある帯水層までのボーリン

グが終了した時点で、当該ボーリングが行われた準不透水層が本来の遮水

の効力を回復すること。 

 掘削に当たって水等を用いる場合にあっては、当該水等による汚染の拡散

を防ぐこと。 

⑤ 台帳の記載事項の取扱い 

・  要措置区域等の台帳には、新たに以下の事項を追加することが適当であるとさ

れた。 

 調査対象とする深さを限定した調査に係る事項 

 汚染の除去等の措置に係る事項 

 土地の形質の変更、土壌の移動及び搬入に係る事項 

 臨海部特例区域に係る事項 

 認定調査に係る事項 

・  指定が解除された要措置区域等の台帳には、指定が解除される理由となった措

置、当該措置の完了を確認した根拠を記載し、措置の実施場所及び施行方法を明

らかにした図面を添付することが適当であるとされた。 
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３）条例の概要 

・  条例は、条例に基づく要措置管理区域について、知事が土地所有者等に対して

汚染の除去等の措置を指示する規定を設けているが、汚染除去等に関する計画の

提出や完了後の報告については定めていない。 

４）府域の状況 

（法に基づく要措置区域の指定状況） 

・  府域では、平成 29 年度末までに要措置区域を累計で 13 件指定している。この

うち９件については、既に措置が完了して指定を解除している。 

（条例に基づく要措置管理区域の指定状況） 

・  府域では、平成 29年度末までに要措置管理区域を累計で１件指定しており、既

に指定を解除している。 

・  現在、大阪府では、土地所有者等に講ずべき措置を指示した後、国のガイドラ

インに従い、措置の方法の詳細やその工程、環境モニタリングを含む環境保全対

策などについて、計画書を提出するよう指導している。また、措置の終了後につ

いても、国のガイドラインに従い報告を行うよう指導している。 
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（２）臨海部の工業専用地域におけるリスクに応じた規制の合理化 

１）改正法の概要 

・  中央環境審議会の第一次答申は、都市計画法で規定される工業専用地域では、

工場が立地していることから土壌汚染の可能性はあるものの、臨海部にあっては

一般の居住者による地下水の飲用や土壌の直接摂取による健康リスクが低いと考

えられることから、臨海部の工業専用地域における土地の形質の変更については、

人の健康へのリスクに応じた規制とする観点から特例措置を設けるべきであると

された。 

・  この答申を受け、改正法に、形質変更時要届出区域であって、土地の汚染が専

ら自然または埋立材に由来するものであり、かつ、人の健康に係る被害が生じる

おそれがない土地の形質変更については、土地所有者等が「土地の形質の変更の

施行及び管理に関する方針」を作成し知事の確認を受けた場合には、事前届出の

例外として、一定の期間ごとに事後的に届出を行うこととする規定が設けられた。 

２）中央環境審議会第二次答申の概要 

① 臨海部特例区域の要件 

 第二次答申では、臨海部特例区域の要件について、以下のとおりとすることが

適当であるとされた。 

（土壌の汚染の由来に関する要件） 

・ 汚染が専ら自然由来の場合については、 

 自然由来特例区域の指定の要件を満たしていること 

 土壌汚染が地質的に同質な状態で広がっていること 

 人為的原因及び埋立材に由来する汚染が確認されていないこと 

・ 汚染が専ら水面埋立てに用いられた土砂由来の場合については、 

 埋立地特例区域の指定の要件を満たしていること 

 人為的汚染に由来する土壌汚染のおそれが「ない」もしくは「少ない」であ

ること 

（人の健康の被害に関する要件） 

・  人の健康に被害が生ずるおそれがないことの要件については、以下のとおり

とすることが適当であるとされた。 

 都市計画法に定める工業専用地域または工業専用地域と同等の用途規制が

条例により行われている港湾法に定める工業港区であること 

 地下水の主流向の下流側の方向に海域まで上記の地域以外の地域が存在し

ないこと 
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（参考） 

自然由来特例区域等の指定の要件 

区域の区分 指定の要件 

自然由来特例区域 

第２種特定有害物質（シアン化合物を除く）による汚染状態が専ら自

然的要因により指定基準に適合せず、かつ、第二溶出量基準に適合し

ていること 

埋立地特例区域 

昭和 52 年以降に公有水面埋立法による埋立て又は干拓事業により造

成された土地であり、かつ、専ら埋立て用材料により指定基準に適合

していないこと 

埋立地管理区域 

公有水面埋立法に基づく埋立て又は干拓により造成された土地であ

り、かつ、以下の①または②のいずれかに該当する区域であること 

① 都市計画法に規定する工業専用地域内にある土地の区域 

② ①と同等以上に将来にわたって地下水が飲用に供されない可能性

が高いと認められる区域 

 

（施行及び管理に関する方針に係る要件） 

・ 「土地の形質の変更の施行及び管理に関する方針」のうち、施行方法に関する方

針については、 

 対象地が汚染原因及び人為由来の汚染のおそれに応じて区分けされている

こと 

 土地の形質の変更の施行方法については、事前届出の際に求められる方法と

同様とし、上記区分けに応じて定められた方法で実施すること 

が定められていることが適当であるとされた。 

・  また、土地の管理方法に関する方針については、 

 記録及び保管方法 

 人為的原因又は原因不明な汚染が確認されたことに係る対応 

 その他知事が必要と認める事項 

が定められていることが適当であるとされ、定めるべきより具体的な事項が示さ

れた。 

 

② 事後届出 

・  事後届出を行う期間については、１年間ごとに届出を行うことが適当であると

された。 

・  届出事項については、 

 １年間における土地の形質の変更について一覧表にしたもの 

 土地の形質変更及び土壌の移動を行った場所、形質変更後と移動後の汚染状

態を明らかにした図面 

とすることが適当であるとされた。 
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③ 施行及び管理に関する方針の変更等 

・  施行及び管理に関する方針の変更等については、以下のとおりとすることが適

当とされた。 

 土地所有者等は、確認を受けた内容を変更（土地の範囲の拡大、土地の汚染

状態の変化を反映した施行方法の変更等）しようとする場合は、あらかじめ

届出を行い、知事の確認を受けること。 

 臨海部特例区域以外の形質変更時要届出区域への変更を希望する場合は、方

針の廃止の届出を行うこと。 

その場合、当該区域における施行及び管理の実績（土地の形質変更の記録、

土壌の汚染の記録）を提出すること。 

 知事は、臨海部特例区域の適用をやめる区域について、確認できた汚染状態

に応じ、自然由来特例区域、埋立地特例区域、埋立地管理区域または一般管

理区域に変更すること。 

 

④ 施行及び管理に関する方針の確認の取消しに係る手続 

・  知事は、確認を受けた方針に反する行為が行われ、かつ、形質変更の事前届出

が行われていないと認めるときは、確認を取り消すことが適当であるとされた。 

⑤ 臨海部特例区域の申請のための調査の方法 

・  臨海部特例区域に係る方針の確認申請は、原則、既に自然由来特例区域または

埋立地特例区域に指定されている土地について行うことが適当であるとされた。 

・  また、現在、区域指定されていない土地においても、土壌汚染状況調査を実施

し、区域指定の申請とともに、「土地の形質の変更の施行及び管理に関する方針」

の確認を受けるための手続を行うことができるとすることが適当であるとされた。 

３）条例の概要 

・  条例は、法と同様に、要届出管理区域のうち、汚染状態が専ら自然的要因によ

るものであるなど、特別の要件を満たす区域について、特に、自然由来特例区域、

埋立地特例区域、埋立地管理区域として指定することとしている。 

・  これら条例に基づく要届出管理区域において土地の形質変更を行う場合、工事

毎に事前届出を行うことを義務づけており、臨海部の工業専用地域における土地

の形質変更について、改正法に定められた事後的な届出とするなどの特例は設け

ていない。 
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４）府域の状況 

① 臨海部における用途地域の指定状況 

・ 府域では、図３に示すとおり、大阪湾に面して位置する９市３町のうち、８市１

町の臨海部において、工業専用地域に指定された区域がある。 

 

図３ 大阪府域の用途地域図（平成 18 年３月末時点） 

② 臨海部における自然由来特例区域などの指定状況 

・  府域では、表７に示すとおり、平成 29 年度末現在、法に基づく形質変更時要届

出区域の件数は 363 件であり、このうち、自然由来特例区域として 40 件、埋立地

特例区域として３件、埋立地管理区域として 19 件を指定している。 

・  これらのうち、臨海部の工業専用地域に位置しているのは、自然由来特例区域

が３件、埋立地管理区域が 19 件ある。 
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・  また、条例に基づく要届出管理区域の件数は 25 件であり、このなかに自然由来

特例区域、埋立地特例区域、埋立地管理区域に指定しているものはない。 

・  府域における自然由来特例区域等の分布状況を図４及び図５に示す。 

表７ 府域の自然由来特例区域などの指定件数 

区域の区分 
指定件数 

府全域 臨海部の工業専用地域 

法 

自然由来特例区域 40 件 ３件（大阪市 ３件） 

埋立地特例区域 ３件 なし 

埋立地管理区域 19 件 19 件（堺市 16 件、高石市 ３件) 

条

例 

自然由来特例区域 

埋立地特例区域 

埋立地管理区域 

なし なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例 

○ 埋立地管理区域（19 件） 

□ 埋立地特例区域（３件） 

図４ 埋立地管理区域・埋立地特例区域の指定状況 
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③ 臨海部の工業専用地域における有害物質使用施設の設置状況 

・  条例で規定する有害物質使用届出施設を設置している工場・事業場の件数は、

府全域で 23 件である（平成 28 年度末時点）。このうちの３件は、臨海部の工業

専用地域に立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 自然由来特例区域の指定状況 
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（３）自然由来等による基準不適合土壌に関するリスクに応じた規制の合理化 

１）改正法の概要 

・  中央環境審議会の第一次答申は、指定区域から搬出する土壌は、汚染土壌処理

施設での処理が義務づけられているが、自然由来特例区域及び埋立地特例区域の

土壌は汚染の濃度が低く、特定の地層や同一港湾内に分布していると考えられる

ことから、適正な管理の下で資源として有効利用すべきとされた。 

・  この答申を受け、改正法に、基準不適合が自然由来等による土壌の搬出を行う

場合は、処理施設での処理に限定せず、知事への届出を行い、運搬方法や搬出先

等について、汚染の拡散がないことの確認を受けた上で、汚染状態が同様であり、

かつ、地質が同じである自然由来等土壌がある他の指定区域への移動を可能とす

る規定が設けられた。 

・  また、国又は地方公共団体が行う水面埋立てや構造物への自然由来等土壌の活

用について、知事との協議の成立により、処理業の許可を得たものとみなす特例

が定められた。 

２）中央環境審議会第二次答申の概要 

① 自然由来等形質変更時要届出区域間の移動の要件 

・  第二次答申では、自然由来等形質変更時要届出区域間の移動が可能な汚染土壌

の要件について、以下のとおりとすることが適当であるとされた。 

（区域間の移動が可能な汚染土壌の要件） 

・汚染が専ら自然に由来する場合は、 

 自然由来特例区域の指定の要件を満たしていること 

 土壌汚染が地質的に同質な状態で広がっていること 

 人為的原因及び埋立材に由来する汚染のおそれがないこと 

・汚染が専ら埋立材に由来する場合は、 

 埋立地特例区域の指定の要件を満たしていること 

 人為的原因に由来する汚染のおそれがないこと 

   （受入側の要件） 

 汚染の状況が同様である基準として、搬出先の区域指定物質の種類が搬出

元の区域指定物質の全部を含むこと 

 土地の地質が同じである基準として、搬出元及び搬出先が自然由来等形質

変更時要届出区域であり、かつ、汚染が専ら自然由来の場合にあっては地

層構成が同じであり、汚染が専ら埋立材由来の場合にあっては同一港湾内

にあること 
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② 届出事項 

（搬出側） 

・  搬出届出について、通常の搬出の際の届出事項（汚染土壌の特定有害物質の汚

染状態や体積、運搬方法等）に加え、次の事項などを追加することが適当である

とされた。 

 搬出先で自然由来等土壌を土地の形質の変更に使用することを示す書類 

 搬出先の区域指定物質の種類が、搬出元の区域指定物質の種類の全部を含

むことを証する書類 

 搬出元及び搬出先が自然由来等形質変更時要届出区域であり、地層構成が

同じあるいは同一港湾内にあることを証する書類 

 搬出時にも搬出元が自然由来等形質変更時要届出区域の要件を満たしてい

ることを証する書類 

（受入側） 

・  形質変更時要届出区域における土地の形質変更の届出について、通常の届出事

項（土地の形質の変更をしようとする場所や施行方法等）に加え、次の事項など

を追加することが適当であるとされた。 

 使用する自然由来等土壌のあった土地の所在地、汚染由来の別、特定有害

物質の種類、汚染状態 

・  また、受け入れた自然由来等土壌を使用した土地の形質変更は 60 日以内で行

うことが適当であるとされた。 

③ 自然由来等土壌に適応した処理施設の構造要件等 

（手続き） 

・  自然由来等土壌を水面埋立てまたは構造物利用する場合の手続の流れなどに

ついて、以下のとおりとすることが適当とされた。 

 自然由来等土壌の受入れを行う者が、あらかじめ汚染土壌処理業の許可を

受けること 

 水銀については、揮発性が高く、活用時における地下浸透の評価が困難と

なるため、水面埋立て及び構造物利用に供しないこと 

 水面埋立ては、海面埋立てに限ること。また、第一種、第三種及びシアン

化合物についての土壌含有量基準に適合しない土壌を供しないこと 

 構造物利用は、自然由来等土壌を構造物内部の材料として飛散等しない状

態で利用し、処理施設としての廃止措置の後の期間においても、適切な維

持管理がなされるものであること 
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・  また、構造物利用した自然由来等土壌について、使用履歴から利用した場所が

明らかであり、構造物利用終了後に行った地歴調査から人為由来の汚染がないこ

とが確認できた場合は、再活用できることが適当であるとされた。 

（水面埋立てや構造物利用の要件） 

・  水面埋立てや構造物利用の要件として、自然由来等土壌に適応した許可基準及

び処理基準を定めることが適当であるとし、具体的には、飛散や流出の防止を行

うこと、50cm 以上の覆土を行うことのほか、以下の事項などを定めることが適

当であるとされた。 

（水面埋立て） 

 海洋汚染防止法の水底土砂判定基準に適合しない土壌を受入れてはなら

ないこと 

 周辺海域の水質の測定を行うこと 

 地下浸透防止措置は不要とすること 

（構造物利用） 

 処理の目的及び処理後の土地利用が適正であること 

 新たな地下水汚染を生じさせないよう、構造物の底面と 50cm 以上地下水

位から離すまたは接しないようにすること 

 第二種特定有害物質（シアン化合物を除く）にかかる自然由来等土壌等の

みを受入れること 

 周辺地下水等の水質測定を行うこと 

（廃止時の措置） 

 水面埋立てや構造物への自然由来等土壌の受入れを終了したときは、汚染

土壌処理業の廃止に該当し、その敷地の土地の調査を行い、結果を知事に

報告すること 

 知事は、その結果を踏まえ、区域指定を行うこと 

３）条例の概要 

・  条例では、改正法のような自然由来特例区域間や埋立地特例区域間の汚染土壌

の移動・処理に関する規定は、設けていない。 
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４）府域の状況 

・  府域では、大阪市内の沖積層の土壌において砒素、鉛、ふっ素、ほう素の溶出

量が高い傾向があるなど、自然由来の基準不適合土壌が広く分布しているという

特徴がある。 

・  府域では、平成 29 年度末現在の形質変更時要届出区域 363 件のうち、自然由来

特例区域として大阪市域に 38 件、門真市域に２件の計 40 件を指定しており、全

国の指定件数 158 件の 25％程度を占めている。 

・  自然由来特例区域の指定の理由となった有害物質は、表８に示す５種類であり、

区域の件数が多い順に砒素、ふっ素、ほう素、鉛、セレンとなっている。 

表８ 自然由来特例区域に指定されている有害物質の種類 

 

 

 

 

 

     

 

※１つの区域で、複数の有害物質について 

区域指定されている場合がある。 

 

 

・  現在、条例に基づく要届出管理区域 25件のうち、自然由来特例区域や埋立地特

例区域に指定している区域はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有害物質の種類   指定件数 

砒素 

ふっ素 

ほう素 

鉛 

セレン 

40   

38   

19   

17   

4  
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（４）区域指定された土地の土壌の移動に関するリスクに応じた規制の合理化 

１）改正法の概要 

・  中央環境審議会の第一次答申は、迅速なオンサイトでの処理等の推進のため、

同一契機で行われた調査地内であれば、飛び地になって区域指定された区画間の

土壌の移動を可能とすべきとされた。 

・  この答申を受け、改正法に、要措置区域等からの搬出を行う際に届出を行い、

同一の調査契機による土壌汚染状況調査結果に基づき指定された区域の間におい

て、要措置区域から搬出された土壌を他の要措置区域での土地の形質変更に、ま

た、形質変更時要届出区域から搬出された土壌を他の形質変更時要届出区域での

土地の形質変更に使用する場合には、汚染土壌の処理を汚染土壌処理業者に委託

しなくてもよいとする規定が設けられた。 

２）中央環境審議会第二次答申の概要 

・  搬出届出には、通常の搬出の際の届出事項（汚染土壌の汚染状態や体積、運搬

方法等）に加え、次の事項を記載等することが適当であるとされた。 

 同一契機で行われた調査に基づき指定された区域であることを示す書類 

 搬出元及び搬出先の区域内において土地の形質変更に使用する場所を明ら

かにした図面 

 搬出先で当該土壌を使用した土地の形質変更の完了予定日 

・  また、土壌の使用者は、１台の自動車等が運搬する土壌ごと（管理票の交付ご

と）に、受入側の要措置区域等で当該土壌を使用（遮水工封じ込めや不溶化埋戻

し、浄化土壌の埋戻し等）した土地の形質変更を 60 日以内で行い、土地の形質

変更をしたときは、管理票の写しを一定期間内に管理票交付者及び運搬者に送付

することが適当であるとされた。 

３）条例の概要 

・  条例は、法と同様に、要措置管理区域等から土壌の搬出を行う際の届出や、汚

染処理業者への処理の委託についての規定を設けている。 

・  条例には、区域指定された飛び地間で土壌を移動させて土地の形質変更に使用

する場合に、汚染土壌処理業者への委託を行わなくてもよいとする規定は設けて

いない。 

４）府域の状況 

・  平成 29 年度末現在、条例に基づく要届出管理区域は 25 件あり、要措置管理区

域に指定している区域はない。要届出管理区域のうち、飛び地になって指定され

た区画が存在するものは 13 件である。 

 


